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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

　岩部浄水場　表流水（岩部川水系岩部川） 3,319 m
3
/日

　美山浄水場　表流水（吉岡川水系吉岡川） 557 m
3
/日

取水量　計 3,876 m
3
/日

％

③ 料　金

＜料金表＞ 水道料金（令和4年4月1日～）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

福島町

福島町簡易水道事業

計 画 期 間 ：

水道料金は、その使用目的に応じて家事用、営業用、団体用（1種・2種）、工場用、浴場用、船舶
用、臨時用、演習用の7種類の用途に区分し、それぞれに定める基本水量と基本料金、超過料金を
徴収している。
家事用は、営業用、団体用等と比較して基本水量を少なく設定し、使用水量の少ない少人数世帯
に配慮するとともに、住民の節水努力が水道料金としても報われるよう努めている。

施 設 利 用 率 27.8

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 3,770

～

管 路 延 長

0.029

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 26 年 4 月 1 日

別添１－２

福島町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

66.218
導水管　0.273
送水管　3.360
配水管 62.585 千ｍ

施 設 数

策 定 日 ：

年度

水　　　　　　　　　　　　　源

浄水場設置数

配水池設置数

2

3

計 画 給 水 人 口 3,800

現 在 給 水 人 口 3,392法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分 全部適用

㎥／日

令 和 4 年 4 月 1 日

（ 家 事 用 基 本 料 金 の 一 部 改 定 ）

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

0～3 m3 960 円 −

4～8 m
3 1,920 円 190 円

営業用 20 m
3 4,800 円 190 円 各種営業用

１種団体用 20 m
3 4,800 円 350 円

官公署・学校・会社・病院・
集会所

２種団体用 20 m
3 4,800 円 420 円 町長の指定する団体

工場用 20 m
3 4,800 円 150 円 製氷・その他各種製造工場

浴場用 100 m
3 9,600 円 120 円 公衆浴場法による営業用

船舶用 1 m
3 210 円 210 円 船舶用

臨時用 10 m
3 9,600 円 570 円 建設工事その他臨時用

私設消火栓 演習用 500 円 −1回10分毎

基　本　料　金
超過料金

１立方メートルにつき

専用共用 家事用 一般家事用 

専　　用

種　別 用　途 摘　要
基本水量 基本料金



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　令和5年4月1日現在の組織体制を以下に示す。

これまでの主な経営健全化の取組

 ①人員の削減と民間活用
　表流水取水堰2施設、緩速ろ過処理の浄水場2施設と配水池3池の運転管理、維持管理を町の職員が直営で行っている。設
備点検や緩速ろ過池のろ過砂の洗浄など一部作業、検針及び集金業務を民間委託している。また、料金や施設の監視をシス
テム化することにより人員を削減している。
　職員は当初6名で対応していたが、建設課との兼務とすることなどにより庁内での水平的な人員活用を行い、現在は2名で対
応している。

 ②施設の統廃合
　一般平面図に示すように、岩部浄水場と美山浄水場の2カ所の浄水場で処理しており、両浄水場は位置的に大きく離れてい
る。浄水場に隣接する岩部配水池、美山配水池から対象とする給水区域へ自然流下配水している。

　現状の一日平均配水量は1,100m
3
/日～1,300m

3
/日程度であるものの、夏場のピーク時には2,000m

3
/日～4,000m

3
/日の給水

量となる。このことから、水量と給水区域の両面において2カ所の浄水場を維持していく必要があり、浄水場・配水池の統廃合は
できない。
　千軒地区については、市街地部からの距離が離れており送水ポンプ場、配水池等の施設を廃止することは困難である。

 ③広域化の取組（事業統合、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化）
　町内においては、1事業体に1水道事業として当初より運用しており、良質な水源を緩速ろ過処理にて浄水処理を行うことや自
然流下配水をすることにより効率的な事業運営を行っている。
　広域化の取組に関しては、周辺事業体の木古内町と知内町が平成30年度から水道施設の運転・維持管理共同発注を行って
いる。本町においては現時点において、周辺事業体との広域化の取組のメリットは少ないため、前記の共同発注への参画は
行っていない状況である。

別紙、経営比較分析表のとおり。

組織・役職 職員数 備考 
事業管理者 － 町長（地方公営企業法第 7 条） 
課長 1 人 建設課として 1 人 
課長補佐 1 人 水道技術管理者、係長兼務 
係員 2 人 1 人は別係と兼務 
会計年度任用職員 1 人 建設課として 1 人 
  計 2 人 兼務職員他除く 
  平均年齢 39.5 歳  

 



全
体

総
括

9
7
.
0
0

　
経

常
収

支
比

率
及

び
料

金
回

収
率

は
昨

年
同

様
平

均
値

に
比

べ
高

い
水

準
と

な
っ

て
い

る
が

、
こ

れ
は

施
設

の
維

持
等

に
か

か
る

費
用

を
給

水
収

益
で

賄
う

こ
と

が
で

き
て

い
る

と
い

う
こ

と
で

あ
る

。
　

現
状

は
高

い
水

準
で

あ
っ

て
も

、
将

来
的

に
は

人
口

減
少

等
に

よ
り

料
金

収
入

が
減

少
し

て
い

く
見

通
し

と
な

っ
て

い
る

た
め

、
料

金
形

態
の

見
直

し
や

料
金

改
定

に
つ

い
て

長
期

的
な

視
点

で
、

よ
り

具
体

的
な

検
討

を
行

う
必

要
が

あ
る

。
　

有
収

率
に

つ
い

て
は

、
昨

年
度

の
数

値
を

踏
ま

え
漏

水
修

繕
等

を
行

っ
た

結
果

、
昨

年
の

7
3
.
7
5
％

か
ら

0
.
6
9
％

増
加

し
た

。
し

か
し

な
が

ら
、

依
然

と
し

て
平

均
値

を
下

回
る

た
め

、
引

き
続

き
漏

水
調

査
、

修
繕

工
事

等
を

行
っ

て
い

く
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

　
管

路
の

経
年

劣
化

率
に

つ
い

て
は

、
5
0
.
7
3
％

と
昨

年
同

様
平

均
値

よ
り

も
高

い
水

準
で

あ
り

、
耐

用
年

数
を

経
過

し
て

い
る

管
路

が
増

加
し

て
い

る
。

現
在

も
緊

急
性

の
高

い
管

路
か

ら
順

次
更

新
工

事
を

行
っ

て
い

る
が

、
引

き
続

き
計

画
的

な
取

替
工

事
を

行
っ

て
い

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

給
水

区
域

面
積

(
k
m
2
)

給
水

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

－
類

似
団

体
平

均
値

（
平

均
値

）

　
経

常
収

支
比

率
に

つ
い

て
は

、
累

積
欠

損
金

や
企

業
債

残
高

も
低

く
特

に
問

題
は

見
受

け
ら

れ
な

い
。

　
簡

易
水

道
事

業
で

は
国

庫
補

助
金

や
交

付
税

措
置

な
ど

に
よ

り
、

将
来

的
に

予
定

さ
れ

て
い

る
水

道
施

設
の

維
持

管
理

や
老

朽
管

の
更

新
工

事
等

に
係

る
財

源
の

確
保

が
拡

充
さ

れ
る

た
め

、
引

き
続

き
中

長
期

的
な

経
常

収
支

の
見

通
し

を
立

て
な

が
ら

、
会

計
運

営
を

行
っ

て
い

く
。

　
令

和
5
年

度
に

は
水

道
経

営
戦

略
の

改
定

が
さ

れ
、

よ
り

詳
細

な
収

支
計

画
の

も
と

で
経

営
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。

3
4
.
9
7

【
】

令
和

4
年

度
全

国
平

均

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

-
6
9
.
1
8

9
6
.
5
3

5
,
0
4
9

3
,
3
9
2

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
現

在
給

水
人

口
(
人

)

3
,
5
7
1

1
8
7
.
2
5

1
9
.
0
7

■
当

該
団

体
値

（
当

該
値

）
法
適

用
水
道
事
業

簡
易
水
道
事
業

C
3

非
設

置

経
営

比
較

分
析

表
（

令
和

4
年

度
決

算
）

北
海

道
　

福
島

町

業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
管

理
者

の
情

報
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

グ
ラ

フ
凡

例

0.
00

0.
20

0.
40

0.
60

0.
80

1.
00

1.
20

1.
40

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

0.
52

0.
83

0.
9
6

0.
83

平
均

値
-

0.
43

1.
15

0.
2
9

0.
39

0.
00

20
.0

0

40
.0

0

60
.0

0

80
.0

0

1
00

.
00

1
20

.
00

1
40

.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

13
0.

2
4

12
7
.4

5
11

1.
1
9

10
8.
4
5

平
均

値
-

10
5.

4
5

10
3
.8

2
10

5.
7
5

10
5.
5
2

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

70
.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

61
.
17

57
.4
3

56
.5
5

5
5.
9
4

平
均

値
-

49
.
34

39
.4
1

41
.1
8

4
2.
9
8

0.
00

10
.
00

20
.
00

30
.
00

40
.
00

50
.
00

60
.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

30
.
83

50
.2

1
50

.6
6

5
0.

7
3

平
均

値
-

22
.
75

20
.9

7
21

.6
5

2
3.

2
4

①
経

常
収
支

比
率

(
％
)

0
.0
0

5
.0
0

10
.0
0

15
.0
0

20
.0
0

25
.0
0

30
.0
0

35
.0
0

H3
0

R0
1

R0
2

R
03

R0
4

当
該

値
-

0.
00

0
.0

0
0.

00
0.

00

平
均

値
-

29
.3
8

31
.
54

31
.1

5
3
0.

0
1

0.
00

1
,0

0
0.

0
0

2
,0

0
0.

0
0

3
,0

0
0.

0
0

4
,0

0
0.

0
0

5
,0

0
0.

0
0

6
,0

0
0.

0
0

7
,0

0
0.

0
0

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

6
,5

9
2.

5
7

5,
3
91

.
21

4,
33

5
.1

8
4,

55
8
.9

6

平
均

値
-

41
3.

8
2

30
2.

2
2

26
3.

4
5

24
9.

4
3

0.
00

20
0.
0
0

40
0.
0
0

60
0.
0
0

80
0.
0
0

1
,0
0
0.
0
0

1
,2
0
0.
0
0

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

23
1.
0
2

39
8.
9
0

51
8.
7
3

67
4.
8
0

平
均

値
-

69
8.
5
5

97
0.
3
6

94
0.
2
2

92
2.
0
5

0.
00

20
.0

0

40
.0

0

60
.0

0

80
.0

0

1
00

.
00

1
20

.
00

1
40

.
00

1
60

.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

13
5.

7
5

13
1
.1

5
11

1.
8
6

10
8.
1
9

平
均

値
-

73
.7

0
64

.5
2

6
6.
8
0

64
.
39

0.
00

50
.0
0

1
00
.
00

1
50
.
00

2
00
.
00

2
50
.
00

3
00
.
00

H3
0

R0
1

R0
2

R0
3

R0
4

当
該

値
-

21
0.
4
3

21
5
.7

6
25

1.
8
7

26
1.

5
8

平
均

値
-

26
1.
0
2

27
0
.6

8
26

8.
8
8

25
8.

9
0

0
.0

0

10
.0

0

20
.0

0

30
.0

0

40
.0

0

50
.0

0

60
.0

0

H3
0

R0
1

R0
2

R
03

R0
4

当
該

値
-

30
.4

5
30

.
52

30
.3

8
2
7.

7
5

平
均

値
-

49
.0

1
48

.
86

49
.0

0
5
0.

0
7

0
.0
0

10
.0
0

20
.0
0

30
.0
0

40
.0
0

50
.0
0

60
.0
0

70
.0
0

80
.0
0

90
.0
0

H3
0

R0
1

R0
2

R
03

R0
4

当
該

値
-

73
.3
0

73
.
57

73
.7
5

7
4.
4
4

平
均

値
-

76
.5
7

76
.
48

75
.6
4

7
5.
7
0

②
累
積

欠
損
金

比
率

(
％

)
③

流
動
比

率
(
％

)
④
企

業
債

残
高

対
給

水
収

益
比

率
(％

)

⑤
料

金
回
収

率
(
％
)

⑥
給

水
原

価
(
円

)
⑦

施
設

利
用

率
(
％

)
⑧

有
収
率

(
％

)

①
有

形
固

定
資

産
減
価
償
却
率
(
％
)

②
管

路
経

年
化

率
(
％

)
③

管
路

更
新

率
(
％

)

【
10
4.
96
】

【
3
0.
67
】

【
19
5.
24
】

【
1,
09
0.
93
】

【
7
3.
88
】

【
5
2.
36
】

【
27
4.
97
】

【
5
8.
61
】

【
3
9.
30
】

【
1
8.
76
】

【
0.
65
】



２．将来の事業環境

（１）

（２） 水需要の予測

①給水人口の推計手順
　給水人口の推計は右図の手順で行った。
　なお、行政区域内人口の将来推計については、「第２期福島町
人口ビジョン・総合戦略（令和4年3月改正）」を用いる。

②給水人口の推計結果
　令和15年度までの給水人口の推計結果を以下に示す。
　行政区域内人口の減少に伴い（第２期福島町人口ビジョン・総合戦略）、
給水人口も減少する結果となった。

給水人口の予測

①水需要の推計手順
　給水人口の推計は右図の手順で行った。
　福島町水道事業では使用水量を用途別に分類しており、
それぞれ予測する方法とした。

②水需要の推計結果
　令和15年度までの水需要の推計結果を以下に示す。
　水需要を構成する各用途別水量については、
　　生活用：給水人口の減少に伴って減少傾向
　　業務営業要：過去10年間のトレンドから減少傾向
　　工場用、その他用：今後は横ばいだが水量自体が少ない
となり、料金収入の基となる有収水量は減少傾向が示された。

給水量の算出
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注：予測、設定する項目を網掛けで示す。
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（３）

（４）

料金収入の見通し

①料金収入の算出方法
　将来の料金収入は次式で算出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　料金収入推計値（円）＝年間有収水量推計値（m
3
）×供給単価（円/m

3
）

　供給単価については、過去10年の平均値281.88円/m
3
で一定とする（料金改定しない場合）。

②料金収入の推計結果
　前述の有収水量の減少に伴い料金収入の減少が見込まれる。
　現在は約80百万円の料金収入は、令和15年度の目標年度には約60百万円へと減少するものと見込まれる。

  組織の見通しについて

　福島町の水道事業は建設課が担っており、課長1名、課長補佐（水道管理係長、水道業務係長兼務）1名、水道担当管理係1
名、水道担当業務係1名、会計年度任用職員の合計5名が従事している。各浄水場は緩速ろ過処理であるため運転管理は煩

雑ではないが、維持管理を直営で行っているため若い世代への技術の継承が必要となる。

　また、職員数は少なく、水道事業は24時間365日、突発的な事故にも対応が必要なことから、これ以上の人員削減は避けるべ

きである。

  広域的な連携・民間委託について
　広域的な連携については、北海道が現在進めている水道事業広域連携（次頁参照）に示す地域別会議などを活用して、周
辺事業体との「多様な運営形態の推進」「課題に対する意見交換」を通じて検討を進めていく。なお、隣接する松前町や知内町
とは給水区域が離れており、浄水場間も距離があるため、ハード面での広域化的な連携は難しい状況である。このため資機材
の共有、水道に関する技術の共有といったソフト面の取組を中心に考えていく。
　また、現状では全ての浄水場が緩速ろ過処理であるため、委託するほどの作業量とはならず、浄水場の運転管理や施設点検
を町の職員が行っているが、将来的には近隣の事業体と協働で委託するなどの方法により、民間委託の採用について検討して
いく必要がある。

組織の見通し
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・2023（令和5）年度からは「赤字経営」となり、赤字幅は年々拡大するものと見込まれる。
・料金収入の不足に対しては、当面、水道事業が保有する利益剰余金等で賄っていくことで、住民負担を減らす。
　（目標年度の令和15年度まで自己資金で賄うことができる見込み）
・水道事業として経営努力に努め、一般会計繰入金（繰出基準外）が見込まないものとする。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標 経年化が進む機械・電気設備や管路を計画的に更新する。

目 標 厳しい経営状況の中、自己資金を活用することで住民負担を減らす。

②　収支計画のうち財源についての説明

・2027（令和9）年度までは、町が「第５次福島町総合計画（後期実施計画・展望計画）」に掲げた施策（老朽管更新等）を計画的
に進める。
・2028（令和10）年度以降は毎年400百万円を目標とし、その時点での更新の優先度が高い設備・管路を更新する。

 1）経営理念
　福島町水道事業は、今後、人口減少による事業の非効率化や施設の老朽化、異常気象への対応など、水道事業を取り巻く
環境の変化に対応しつつ、安心して飲むことができる水を、需要者が、いつでも、必要な量を合理的な対価をもって利用できる
ことを基本理念とする。
　厚生労働省が新水道ビジョンで示している、50年、100年先を見据えた理想像を基本とし、「安全」、「持続」、「強靭」の３つの
理想像を掲げている。経営の安定化については、「持続」の項目の施策となり本経営戦略の基本方針を以下のように設定する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）は最新の令和6年度予算（案）で一定とする。
　直近の経費であるため、昨今の物価上昇等は十分に考慮されたものと考える。
・令和5年度以降の企業債借入額については、償還年数40年（据置期間5年）、利率3.0%の元利均等方式で計算する。
　利率は直近の「マイナス金利解除」を受け、高い利率としている。
・平成31年4月1日付けで上水道事業から簡易水道事業へ制度移行し、簡易水道事業における財源でのメリットを有効活用して
いる。

 2）基本方針
　福島町水道事業の新水道ビジョンに示される『安全』、『持続』、『強靭』の理想像に基づく本経営戦略の基本方針を以下にま
とめる。

『安　全』　安心して飲める水道
　　  浄水場の機能維持（美山浄水場の前処理設備完成に伴い見直し）
　　　　浄水場の計画的な設備更新、維持管理により浄水水質の維持に努めます。

『持　続』　いつまでも安定して供給できる水道
　　  経営状況の把握と適正料金の設定
　　　　収支見通しにより経営状況を把握し適正な料金で供給します。
　　  人員体制の確保・管理委託の検討
　　　　現状の維持管理体制を確保し、水道施設の運転・維持管理に対する民間委託の検討を行います。
　　  効率的な施設整備
　　　　現在の施設・設備を可能な限り長期使用し、更新時には水需要の減少を考慮した効率的な更新を行います。
　　  需要者への説明責任
　　　経営戦略を公表し、現在の収支の状況や将来の見通しを示すことにより、需要者への説明責任を果たします。

『強　靭』　適切な施設更新
　　  老朽管の更新と耐震化
　　　老朽管の更新を進め、更新時に耐震性を確保します。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

現状では全ての浄水場が緩速ろ過処理であるため、委託するほどの作業量とはならず、浄水場の運転
管理や施設点検を町の職員が行っているが、将来的には近隣の事業体と協働で委託するなどの方法
により、民間委託の採用について検討していく。

機械及び装置を中心に経年化が進んでおり、維持管理を通じた長寿命化と計画的な更新を進めてい
く。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

　　実施期間内は１年ごとの経営状況を確認するとともに、事業計画や人員計画に大きな変更が生じた
場合には経営の安定性や料金改定の必要性について再検討を行う。
　なお、本計画では水道料金を現状維持として収入の試算をしているが、収入の不足が改善される見
通しが立たない場合には料金改定等の対応が必要となる。
　そして令和4年の総務省通知「「経営戦略」の改定推進について」を鑑み、策定した経営戦略に沿った
取組等の状況を踏まえつつ、PDCAサイクルを通じて質を高めていくため、3年から5年内の見直しを行
うことが重要である。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

現状、類似団体と比較して施設利用率が低い水準であり、将来的な需要動向を把握しながら、必要に
応じて検討する。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

水量と給水区域の両面において2カ所の浄水場を維持していく必要があり、浄水場・配水池の統廃合
はできない。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　－

過疎債や簡水債を最大限活用している。また、企業債の借入条件を見直すことで、借入利息の軽減に
努める。

総務省繰出基準「地方公営企業繰出金について」内での繰入金を見込む。

周辺事業体との「多様な運営形態の推進」「課題に対する意見交換」を通じて検討を進めていく。検討
については、資機材の共有、水道に関する技術の共有といったソフト面の取組を中心に考えていく。

広 域 化

料金収入の不足に対しては、当面、水道事業が保有する利益剰余金等で賄っていく。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　－

そ の 他 の 取 組
平成31年4月1日付けで上水道事業から簡易水道事業へ制度移行し、簡易水道事業における財源で
のメリットを有効活用している。

企 業 債



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

決算見込 予算案 （単位：千円（税抜），％）
年　　　　　　度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

区　　　　　　分 令和2 令和3 令和4 (令和5) (令和6) (令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15)
１． (A) 89,451 88,797 82,225 79,993 80,119 74,388 72,330 70,563 68,316 66,258 64,305 62,619 60,702 58,850
(1) 87,434 86,874 80,449 79,025 79,091 73,360 71,302 69,535 67,288 65,230 63,277 61,591 59,674 57,822
(2) (B) 1,002 1,103 631 889 985 985 985 985 985 985 985 985 985 985
(3) 1,015 820 1,145 79 43 43 43 43 43 43 43 43 43 43

２． 12,382 13,000 12,733 16,471 14,351 16,595 24,466 26,258 27,772 28,108 29,078 30,174 30,698 30,972
(1) 1,202 1,720 3,288 4,881 5,161 7,199 7,969 8,719 9,446 10,148 10,837

1,202 1,720 3,288 4,881 5,161 7,199 7,969 8,719 9,446 10,148 10,837

(2) 12,278 12,846 12,599 15,131 12,545 13,221 19,499 21,011 20,487 20,053 20,273 20,642 20,464 20,049
12,278 12,846 12,599 15,131 12,545 11,801 11,541 11,214 10,239 9,204 8,582 7,994 7,541 6,837

1,420 7,958 9,797 10,248 10,849 11,691 12,648 12,923 13,212
(3) 104 154 134 138 86 86 86 86 86 86 86 86 86 86

(C) 101,833 101,797 94,958 96,464 94,470 90,983 96,796 96,821 96,088 94,366 93,383 92,793 91,400 89,822
１． 79,116 90,682 86,479 99,963 102,013 97,942 98,917 98,214 99,262 98,742 98,169 97,375 97,165 96,895
(1) 13,521 14,541 15,933 15,020 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961 13,961

6,631 6,818 7,222 7,260 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369 7,369
490 498 498 498 498 498 498 498 498 498 498

6,890 7,723 8,711 7,270 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094 6,094
(2) 22,111 29,737 21,602 33,259 34,982 29,482 29,482 29,482 29,482 29,482 29,482 29,482 29,482 29,482

963 1,271 1,320 1,342 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873 1,873
5,331 4,155 2,484 5,827 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636 5,636

699 697 699 734 700 700 700 700 700 700 700 700 700 700
8,798 16,644 10,227 13,110 17,097 11,597 11,597 11,597 11,597 11,597 11,597 11,597 11,597 11,597

6,320 6,970 6,872 12,246 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676 9,676
(3) 43,484 46,404 48,944 51,684 53,070 54,499 55,474 54,771 55,819 55,299 54,726 53,932 53,722 53,452

43,484 46,404 48,944 51,684 53,070 48,261 46,695 45,275 43,253 41,335 39,365 37,174 35,566 33,899
6,238 8,779 9,496 12,566 13,964 15,361 16,758 18,156 19,553

２． 785 874 1,082 1,788 2,391 5,906 8,510 8,928 12,279 13,523 14,746 15,936 17,096 18,242
(1) 653 874 1,082 1,788 2,300 5,815 8,419 8,837 12,188 13,432 14,655 15,845 17,005 18,151

653 874 1,082 1,788 2,300 1,708 1,642 1,550 1,451 1,350 1,262 1,180 1,108 1,045
4,107 6,777 7,287 10,737 12,082 13,393 14,665 15,897 17,106

(2) 132 91 91 91 91 91 91 91 91 91 91
(D) 79,901 91,556 87,561 101,751 104,404 103,848 107,427 107,142 111,541 112,265 112,915 113,311 114,261 115,137
(E) 21,932 10,241 7,397 △ 5,287 △ 9,934 △ 12,865 △ 10,631 △ 10,321 △ 15,453 △ 17,899 △ 19,532 △ 20,518 △ 22,861 △ 25,315
(F)
(G)
(H)

21,932 10,241 7,397 △ 5,287 △ 9,934 △ 12,865 △ 10,631 △ 10,321 △ 15,453 △ 17,899 △ 19,532 △ 20,518 △ 22,861 △ 25,315
(I)
(J) 581,873 618,196 652,068 669,708 682,730 708,360 720,542 738,284 742,931 745,528 745,663 746,598 746,694 752,567

9,254 5,489 4,850 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
(K) 10,793 14,260 14,303 14,683 16,995 26,985 29,913 30,654 30,773 31,651 32,059 28,398 24,801 8,247

9,639 13,168 13,060 13,600 15,912 25,902 28,830 29,571 29,690 30,568 30,976 27,315 23,718 7,164

127 4 160
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 88,449 87,694 81,594 79,104 79,134 73,403 71,345 69,578 67,331 65,273 63,320 61,634 59,717 57,865

(N)

(O)

(P) 88,449 87,694 81,594 79,104 79,134 73,403 71,345 69,578 67,331 65,273 63,320 61,634 59,717 57,865

収 入 計

実　　績

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
都 道 府 県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
既 存 長 期 前 受 金
新 規 長 期 前 受 金

そ の 他

修 繕 費
材 料 費

支 出 計

委 託 料
受 水 費
そ の 他

減 価 償 却 費
既 存 資 産

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

新 規 資 産
営 業 外 費 用

支 払 利 息
既 存 企 業 債
新 規 企 業 債

そ の 他

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

決算見込 予算案 （単位：千円（税込））
年　　　　　度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

区　　　　　分 令和2 令和3 令和4 (令和5) (令和6) (令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15)
１． 151,400 111,500 105,400 57,200 79,700 89,000 17,000 115,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000

２．

３．

４． 1,420 7,958 9,797 10,248 10,849 11,691 12,648 12,923 13,212

５．

６． 41,184 19,069

７．

８． 6,020 3,800 3,600 3,700 2,400 4,200

９．

(A) 198,604 111,500 105,400 76,269 79,700 94,220 28,558 128,497 55,248 55,849 56,691 60,048 57,923 62,412

(B)

(C) 198,604 111,500 105,400 76,269 79,700 94,220 28,558 128,497 55,248 55,849 56,691 60,048 57,923 62,412

１． 204,343 121,672 114,329 84,518 92,036 89,200 17,400 115,900 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000

２． 5,888 9,639 13,168 13,060 13,600 15,912 25,902 28,830 29,571 29,690 30,568 30,976 27,315 23,718

5,888 9,639 13,168 13,060 13,600 15,912 25,902 28,830 29,571 28,749 28,285 27,159 23,102 17,484

941 2,283 3,817 4,213 6,234

３．

４．

５．

(D) 210,231 131,311 127,497 97,578 105,636 105,112 43,302 144,730 74,571 74,690 75,568 75,976 72,315 68,718

(E) 11,627 19,811 22,097 21,309 25,936 10,892 14,744 16,233 19,323 18,841 18,877 15,928 14,392 6,306

１． 6,091 11,704 13,626 17,569 2,783 13,162 5,697 15,232 14,750 14,786 11,837 10,301 2,215

２．

３．

４． 11,627 13,720 10,393 7,683 8,367 8,109 1,582 10,536 4,091 4,091 4,091 4,091 4,091 4,091

(F) 11,627 19,811 22,097 21,309 25,936 10,892 14,744 16,233 19,323 18,841 18,877 15,928 14,392 6,306

(G)

(H) 348,777 450,638 542,870 587,010 653,110 726,198 717,296 803,466 818,895 834,205 848,637 862,661 880,346 901,628

○他会計繰入金

年　　　　　度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

区　　　　　分 令和2 令和3 令和4 (令和5) (令和6) (令和7) (令和8) (令和9) (令和10) (令和11) (令和12) (令和13) (令和14) (令和15)

974 731 1,074 1,202 1,720 3,288 4,881 5,161 7,199 7,969 8,719 9,446 10,148 10,837

974 731 1,074 1,202 1,720 3,288 4,881 5,161 7,199 7,969 8,719 9,446 10,148 10,837

1,420 7,958 9,797 10,248 10,849 11,691 12,648 12,923 13,212

1,420 7,958 9,797 10,248 10,849 11,691 12,648 12,923 13,212

974 731 1,074 1,202 1,720 4,708 12,839 14,958 17,447 18,818 20,410 22,094 23,071 24,049

実　　績

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

既 存 企 業 債

新 規 企 業 債

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

純 計 (A)-(B)

実　　績

収 益 的 収 支 分

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

合 計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金



布設年月日 昭 和 26 年 4 月 1 日

給水人口 3,392人（令和4年度末）

計算期間 自令和6年4月 至令和16年3月

（10年間）

　最近１箇年
　間の実績（R4）

投資・財政計画
計上額（Ａ）

（R6～15の平均）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

80,449 66,817 66,817

632 985 985

13,878 25,890 6,937 18,953

94,958 93,692 6,937 86,755

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

2,958 3,292 3,292

2,417 2,922 2,922

5,375 6,214 0 6,214

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

444 537 537

0

1,177 2,671 2,671

5,592 6,224 6,224

4,570 5,524 5,524

11,784 14,956 0 14,956

給 料 7,042 7,369 7,369

諸 手 当 4,217 3,483 3,483

福 利 費 3,764 3,109 3,109

1,320 1,873 1,676 197

1,117 2,535 2,268 267

30,502 33,949 33,949

2,768 3,346 2,993 352

50,729 55,664 6,937 48,727

原価計算表

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

配
　
　
　
水
　
　
　
費

人
　
件
　
費

電 力 費

修 繕 費

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

小 計

そ の 他

小 計

浄
水
及
び
送
水
費

人
　
件
　
費

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

人
　
件
　
費

給 料

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

電 力 費

修 繕 費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部
金　　　　　　　　額

項 目

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

327 395 395

275 332 332

602 727 0 727

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

495 598 598

0

221 267 267

0

190 431 431

0

1,083 11,665 11,665

9,893 11,011 11,011

7,191 8,693 8,693

19,072 32,664 0 32,664

87,561 110,225 6,937 103,288

33,254

136,542

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.49

＜料金水準についての説明＞

　
　　今後の給水人口の減少見込みに伴い、料金収入は80百万円から67百万円へと減少する一方、
　支出に関しては最近の物価高騰の影響を考慮すると、やや増加が見込まれる。このため、収益的
　収支は赤字に転じ、赤字幅は年々拡大するものと見込まれる。

　　収益的収支の赤字を解消するためには、2026（令和8）年度以降、料金改定率50%の必要がある。
　なお、資産維持費※を考慮する場合には、より大きな改定率となる（料金改定率100%（現行料金の２倍）
　は必要となる）。

　　※資産維持費は償却対象資産（R4末）の3％とした。3％は日本水道協会「水道料金算定要領」より。

小 計

合 計 (Y)

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

小 計

一
　
般
　
管
　
理
　
費

人
　
件
　
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

そ の 他

光 熱 費

修 繕 費

公 課

そ の 他

人
　
件
　
費

材 料 費

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ）

給
水
装
置
工
事
費


